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1-1. 独立行政法人日本学術振興会の概要
3

日本学術振興会の概要
目的 独立行政法人日本学術振興会法に基づき、学術研究の助成、研究者の養成のための

資金の支給、学術に関する国際交流の促進、その他学術の振興に関する事業を行う
所管 文部科学省
設立 平成１５年１０月 独立行政法人日本学術振興会

※天皇陛下からの御下賜金により昭和７年１２月財団法人日本学術振興会創設
主な事業 ・研究者援助事業

・学術国際交流事業
・科学研究費事業
・科学技術人材育成費補助事業
・国際研究拠点形成促進事業費補助事業等の受託事業



1-2. 独立行政法人日本学術振興会の概要
日本学術振興会の組織

理事長 里見 進
役員数 5名（理事長１名、理事２名、監事２名）
職員数 ２２１名（令和３年１月１日現在）
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総務課

経営企画課

広報企画室
情報システム室

国際先端研究拠点形成推進室
研究協力第一課
研究協力第二課
人物交流課
大学連携課

海外派遣事業課
研究者養成課

研究事業課
研究助成企画課
研究助成第一課
研究助成第二課

情報企画課

会計課理事長

評議員会

契約・経理室

学術顧問

顧問

参与

国際統括本部

理事

監事

総務部

国際事業部

研究事業部

人材育成事業部

経営企画部

国際企画課

海外研究連絡センター
ワシントン サンフランシスコ
ボン ロンドン ストックホルム ストラスブール
バンコク 北京
カイロ ナイロビ
サンパウロ（海外アドバイザー）

学術システム研究センター

学術情報分析センター

世界トップレベル拠点形成推進センター

人文学・社会科学データ
インフラストラクチャー構築推進センター

監査・研究公正室



2-1. 業務フロー・コスト分析実施の背景・経緯

 職員のワークライフバランス推進のため、組織全体の勤務状況について、
出退勤管理システムの導入をし、その状況を把握・分析することにより、勤
務時間管理業務等の効率化及び適正な配置等を検討することとしている。

このため、職員の勤務状況管理に係る業務フロー・コスト分析を実施する

こととした。

 現在、職員ポータルサイトの機能の一つであるタイムカード機能等により、
対応しているがより効率的な方法を模索することとしている。
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2-2. 業務フロー・コスト分析 実施概要

実施期間
令和２年１月～12月

対象者
総務部総務課人事係職員（計４名）

実施内容
・『業務フロー・コスト分析に係る手引き』を参考に対象者の業務量を
アンケート調査

・実施期間における対象者の勤務時間の記録を調査
・実施期間における対象者の人件費を調査
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＊休暇申請

＊超過勤務
申請

＊その他
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3-1. 現状の就労管理の業務フロー

申請
職員 上長

申請 承認
取りま
とめ

総務部総務課
人事係

提出

勤務時間
割振変更願（紙）

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿
(Excel)

①
提
出
状
況
の
確
認

タイムカード
(PC)

＊出退勤
打刻

⑥
「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
情
報
を

人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
へ
入
力
す
る

デ
ー
タ
の
作
成
（
デ
ー
タ
手
入
力
）出張命令（紙）

欠勤届（紙）

②
各
申
請
の
整
合
性
の
確
認

※

突
合
結
果
が
合
致
し
な
い
場
合
は
差
し
戻
し

勤務時間等一覧
（報告）（紙）

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿(紙)

タイムカード
(紙)

出張命令（紙）

欠勤届（紙）

⑦
人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
か
ら
出
力
し
た

勤
務
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
と

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
整
合
性
の
確
認

取りまとめ・
確認作業

勤務状況を
人事・給与
システムに反映

③
正
確
な
勤
務
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
出
勤
簿
」
へ
転
記
（
デ
ー
タ
手
入
力
）

正確な勤務状況を把握

⑤
正
確
な
勤
務
状
況
を

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
へ
反
映

④
休
暇
取
得
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
休
暇
取
得
一
覧
表
」
へ
転
記

（
デ
ー
タ
手
入
力
）
、
上
長
へ
通
知
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申請書類の整合性確認

出勤簿作成

超過勤務取得状況の確認

年次有給休暇取得状況データ入力

人事・給与システムで給与計算結果の確認

人事・給与システム取込用データに勤怠情報を入力

給与支給の確認用データの決裁

休暇簿の更新

年次有給休暇取得促進の連絡

給与支給の確認用データの作成、起案

勤怠情報の人事・給与システム取込用データを作成

年次有給休暇取得状況の確認表の作成

申請書類の提出状況を確認

出納係へ計算操作の依頼

人事・給与システムへのデータの取込作業

休暇簿の返却

必要書類の受領

時間/年 人件費/年

就労管理に費やした
年間総時間：１,７７４時間
年間人件費：３,８４２千円

3-2. 現状の就労管理の業務フロー・コスト分析結果



＊休暇申請

＊超過勤務
申請

＊その他
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3-3. 現状の就労管理の業務フロー 原因分析

申請
職員 上長

申請 承認
取りま
とめ

総務部総務課
人事係

提出

勤務時間
割振変更願

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿
(Excel)

①
提
出
状
況
の
確
認

タイムカード
(PC)

＊出退勤
打刻

⑥
「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
情
報
を

人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
へ
入
力
す
る

デ
ー
タ
の
作
成
（
デ
ー
タ
手
入
力
）出張命令

欠勤届

②
各
申
請
の
整
合
性
の
確
認

※

突
合
し
な
い
場
合
は
差
し
戻
し

勤務時間等一覧
（報告）

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿
(Excel)

タイムカード
(PC)

出張命令

欠勤届

⑦
人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
か
ら
出
力
し
た

勤
務
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
と

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
整
合
性
の
確
認

取りまとめ・
確認作業

勤務状況を
人事・給与
システムに反映

③
正
確
な
勤
務
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
出
勤
簿
」
へ
転
記
（
デ
ー
タ
手
入
力
）

正確な勤務状況を把握

⑤
正
確
な
勤
務
状
況
を

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
へ
反
映

④
休
暇
取
得
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
休
暇
取
得
一
覧
表
」
へ
転
記

（
デ
ー
タ
手
入
力
）
、
上
長
へ
通
知

●該当時のみ提出の書類が
あるため、提出忘れが
多く、リマインド作業が
発生

●様式が分かれていること
が記入ミスを誘発。
修正のための差し戻しが発
生

●目視作業のため、時間が
かかり、正確性の担保が難
しい

●各種申請書類を紙媒体で
管理しているため、情報を
手入力する必要があり、
確認作業は必須

●紙に記載された時
間をデータ化するた
め、手入力を行うこ
とから、読み合わせ
によるチェック作業
が必須



＊休暇申請

＊超過勤務
申請

＊その他
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3-4. 就労管理システム導入

申請
職員 上長

申請 承認
取りま
とめ

総務部総務課
人事係

提出

勤務時間
割振変更願

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿(Excel)

①
提
出
状
況
の
確
認

タイムカード
(PC)

＊出退勤
打刻

⑥
「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
情
報
を

人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
へ
入
力
す
る

デ
ー
タ
の
作
成
（
デ
ー
タ
手
入
力
）出張命令

欠勤届

②
各
申
請
の
整
合
性
の
確
認

※

突
合
し
な
い
場
合
は
差
し
戻
し

勤務時間等一覧
（報告）

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿
(Excel)

タイムカード
(PC)

出張命令

欠勤届

⑦
人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
か
ら
出
力
し
た

勤
務
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
と

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
整
合
性
の
確
認

取りまとめ・
確認作業

勤務状況を
人事・給与
システムに反映

③
正
確
な
勤
務
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
出
勤
簿
」
へ
転
記
（
デ
ー
タ
手
入
力
）

正確な勤務状況を把握

⑤
正
確
な
勤
務
状
況
を

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
へ
反
映

④
休
暇
取
得
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
休
暇
取
得
一
覧
表
」
へ
転
記

（
デ
ー
タ
手
入
力
）
、
上
長
へ
通
知

●該当時のみ提出の書類が
あるため、提出忘れが
多く、リマインド作業が
発生

●様式が分かれていること
が記入ミスを誘発。
修正のための差し戻しが発
生

●目視作業のため、時間が
かかり、正確性の担保が難
しい

就労管理

システム
●各種申請書類を紙媒体で
管理しているため、情報を
手入力する必要があり、
確認作業は必須

●紙に記載された
時間をデータを
手入力するため、
読み合わせによる
チェック作業が必須

出退勤打刻・超過勤務申請・休暇申請等を一元的に管理する
システムを導入することにより、これらの問題を解決することが
できる。



＊休暇申請

＊超過勤務
申請

＊その他
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3-5. 就労管理システム導入後 期待される効果

申請
職員 上長

申請 承認
取りま
とめ

総務部総務課
人事係

提出

勤務時間
割振変更願

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿(Excel)

①
提
出
状
況
の
確
認

タイムカード
(PC)

＊出退勤
打刻

⑥
「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
情
報
を

人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
へ
入
力
す
る

デ
ー
タ
の
作
成
（
デ
ー
タ
手
入
力
）出張命令

欠勤届

②
各
申
請
の
整
合
性
の
確
認

※

突
合
し
な
い
場
合
は
差
し
戻
し

勤務時間等一覧
（報告）

休暇簿(紙)

勤務状況等
整理簿
(Excel)

タイムカード
(PC)

出張命令

欠勤届

⑦
人
事
・
給
与
シ
ス
テ
ム
か
ら
出
力
し
た

勤
務
状
況
に
関
す
る
デ
ー
タ
と

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
の
整
合
性
の
確
認

取りまとめ・
確認作業

勤務状況を
人事・給与
システムに反映

③
正
確
な
勤
務
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
出
勤
簿
」
へ
転
記
（
デ
ー
タ
手
入
力
）

正確な勤務状況を把握

⑤
正
確
な
勤
務
状
況
を

「
勤
務
状
況
等
整
理
簿
」
へ
反
映

④
休
暇
取
得
状
況
を
人
事
係
で
管
理
す
る

「
休
暇
取
得
一
覧
表
」
へ
転
記

（
デ
ー
タ
手
入
力
）
、
上
長
へ
通
知

就労管理

システム

●紙に記載された時間を
データ化するための
手入力作業が不要となる

●確認作業は残るが、
読み合わせは不要

●該当時のみ提出の書類も
システムで管理されるため、
提出忘れやリマインド作業
時間が大幅に削減される

●紙の様式を廃止することに
より、記入ミスが減少。
修正のための差し戻しが不要

●目視確認作業が不要とな
り、正確性が担保される

●各種申請内容をシステムで
管理しているため、
新たに情報を手入力する
必要がなく、確認作業は不要



3-6. システム化を想定した業務フロー・コスト分析結果・考察1
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1,774 

215 

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800
2,000

導入前 導入後

人件費
年間削減効果

88%
削減

＊勤務時間の削減効果

＊導入前比約8割減

システム導入による削減効果

3,163千円
/年

年間勤務従事時間数は、
１,７７４時間から
２１５時間へと
約８８％削減が見込める

年間人件費については、
３,８４２千円から６７９千円と
３,１６３千円削減が見込める



3-7. システム化を想定した業務フロー・コスト分析結果・考察２
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20,000 

1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 

20,000 

-2,163 -2,163 -2,163 -2,163 -2,163 -2,163 -2,163 -2,163 -2,163 -2,163 

-5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13

システム費用 削減効果 収支

初期導入費20,000千円・
運用費年1,000千円のシステム
であれば、初期導入費用を
１０年で回収できる

業務の正確性が向上すること
により、さらなる削減も
見込める

初期導入費用

年間収支２,１６３千円

R3
＊初期導入費用：20,000千円

R4～
＊運用・保守費用：1,000千円/年
＊人件費削減効果：3,163千円/年

⇒年間収支：2,163円/年のマイナス



4. まとめと今後の展望

業務フロー・コスト分析を受けて、現在の業務の課題が数値化・

可視化され、問題点と解決策を整理できた。

現在、就労管理システム導入に向け、複数の業者への聞き取りや、

仕様書の策定を行っている。

入札仕様書の策定にあたっては、業務フロー・コスト分析で可視化した

問題点を反映させるようにし、この経験で得た気づきを活かしたい。

就労管理システム導入後も、業務フロー・コスト分析をし、

更なる改善点を見つけてより効率的な運用へとつなげたい。
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